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１．はじめに 

当社は2011年にトヨタグローバルビジョンを

発表し、「もっといいクルマづくり」の具現化に

向け各部が製品開発に取組んでいる。また、お客

様の要求は年々高度化・複雑化してきており、競

合他社との競争優位性を確保するため、ＨＶ技術

や電子制御技術の拡大など、車両システムの高機

能・高性能化を進めている。その一方、専門技術

の高度化に伴う組織細分化により、責任が分散す

ることで、各組織単独での解決が容易でない課題

も発生している。 
本報では、これらの課題を迅速に解決するため

の当部の取り組みについて紹介する。 

 
２．従来の取り組みとの関係 

 当部では、技術者一人ひとりの仕事の質向上や

技術力向上を目指し、品質管理各手法(SQC等)の活

用促進を進めている。具体的には、研修、発表会、

更には技術系職場が取り組む課題解決に対する実

践支援などを進めてきており、普及に対し一定の

成果を得てきた[1]。このうち実践支援は、研修や

発表会で習得した知識を実務活用する際の後押し

としての機能を果たしている。 

 しかし、支援する側の視点で見た時、課題とし

て設定した内容自体が表面的である場合や、品質

確保の上で非常に重要ではあるが、各組織単独で

は手が出せない場合なども散見され、従来の枠組

みでの実践支援に限界があった。 

そのため当部では、これらの課題解決を促進す

るため、各組織とより密に関わり、自らも主体的 

に考え手を動かす支援活動（以降、本活動）を実

践支援の枠に加え、特に、解決を困難にしている

本質的な課題の把握と、その真因の対策にこだわ

り展開している。 

本報では、活動を通じて得た推進上の勘所を、

本質課題の解決に繋げるための視点として整理し

報告する。また、本活動を通じて得た課題解決方

法は、一般化し当事者以外にも広めることで、同

種の課題の未然防止に役立てることが肝要である。

後者については、研修を具体的な織り込み先とし

て取り組んだ内容を紹介する。 
 

３．本質課題の解決に繋げるための視点  

本活動推進の枠組みを図１に示す。本章では枠

組み構築の考え方を、以降４章から７章にかけ、

図１の各項目について詳述する。 
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 枠組み構築の根底にある考え方として、一つひ

とつの支援で得た推進上の知見を次に活かすこと、

即ち点で終わらせず線で繋げることが挙げられる。

支援で直面する課題は、毎回具体内容は異なるも

のの、本質的には幾つかのパターンに層別できる。

よって、一度経験した支援方法については、推進

上のポイントを整理(≒実践支援の標準化)し、再

利用できるよう残す必要がある。 
 特に本活動は、その業務特性上、多くの部署に

対し同時並行に実施することは容易ではない。つ

まり、本来対象とする全技術者数に対し、実際に

関わりを持つことのできる割合は極めて小さい。

そのため、活動の成果物は、課題の種類に応じた

図１ 本活動推進の枠組み 
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解決方法の型として他の技術者へ展開していくこ

とが有効である。 
 普及のための中心的な手段として、当部では、

研修を実施している。つまり、研修で教えるべき

内容は、実践の場で遭遇する困り事とその解決方

法の型であり、研修の中にいかに現場感覚を織り

込むかが重要と言える。 

 
４．本質課題解決の着眼点 

４－１．本質課題の発見 

 本質的な課題を発見するためには、常に俯瞰的

な視座を有することが不可欠である。俯瞰的とは、

対象となる部署・製品など物理的な範囲のほか、

過去現在未来などの時間的な範囲も含む（図２）。 

開発全体を鳥瞰し問題を捉えることで、より本質

的な課題の発見に繋がる。 
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ⅰ 過去トラを押さえる  

過去に起きたトラブルを事前に把握し真因を分

析しておくことで、相談された困り事の背後にあ

る真因推定の精度が上がると共に、提案する取り

組み内容に対しても、相手の合意が得やすくなる。 

ⅱ 技術開発の動向を押さえる 

 困り事は、過去に発生した問題に対する困り事

と、今後の開発を進める上での困り事の両面を把

握する。これにより、技術開発の方向性に沿った、

相手にとって納得感の高い提案に繋がる。 

ⅲ 気付いていない前提条件はないか 

 特に長年同一システムや部品の設計を担当して

いる設計者の場合、その人にとって当たり前すぎ

る前提条件については、疑問に思わなくなってい

ることもある。支援側は、困り事の内容から、そ

れらを読み取ることが重要である。 

ⅳ 考えるべき範囲は適切か  

 例えば、ある部品が熱負荷に耐え切れず破壊し

たという場合、部品単独で考えれば耐熱性能向上

の構造変更を実施することになる。しかし、仮に

熱負荷条件そのものが、要求提示側から正しく伝

わっておらず、試験条件の設定に間違いがあった

という真因が分かった場合、上記構造変更は、当

該タイプでは問題が起きなくとも、将来的に同種

の問題を引き起こす危険性をはらんでいる。関連

組織を含め、問題を分析していく。 

 

４－２．相手部署からの協力の引出し 

本活動は、品質管理の各手法を困り事に応じて

アレンジして適用し、共に考えることで、相談者

に解決のヒントを与えることを大きな狙いとして

いる。ただし、手法の一般論を紹介し適用を担当

者に委ねるというスタイルでは、適切な課題解決

には繋がりにくい。そのため、相手からの協力を

引き出すためのポイント（図３）に留意し、支援

担当者も主体的に課題解決に加わっていくことを

基本としている。 
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ⅴ 固有技術に踏み込む 
 協力を得るための第一歩は相手に信用してもら

うことに他ならない。最低限、相手の言っている

技術的内容が理解できるまで固有技術を理解する。 
ⅵ 実業務でのうれしさを具体的に伝える 
 提案を有益で価値のある取り組みと理解しても

らうためには、相手の言葉で分かり易く伝える必

要がある。可能な限り実際のデータを入手し、更

に自らが手を動かし解析・考察し、具体的に提案

することで、相手の理解も得やすくなる。 

 
４－３．対策案の見極め  

取り組みの完成形については、一義的には困り

図２ 本質課題発見の着眼点 

図３ 協力引出しの着眼点  
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事を発生させている課題が排除できたかがその判

断基準になるが、加えてその実効性についても押

さえておく（図４）。 
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ⅶ お客様にとって価値があるか 
 仮に、高速走行時の振動低減のため、最高速度

を必要以上に制限するとした対策は、お客様の利

便性に対し不利益をもたらす可能性がある。支援

側として、常にお客様目線で対策を捉えておく。 
ⅷ 原理原則から考えて妥当か 
共振点を外すために構造を補強した際、重量物

が振幅最大となる位置に取り付けられていないか

など、原理原則から考え妥当であるかを見極める。 
ⅸ 次の未然防止に繋がるか 
対策や成果物が次の開発で活かされるか、即ち

未然防止に近づいたかを確認する。例えば、部署

を跨いで造りこむ各要求性能の背反の取り扱いを

課題と捉え、その可視化に取り組んだのであれば、

次の開発においてもその成果物を活用し、予め背

反を確認する仕事になっているか、などである。 
ⅹ 現実的に実施可能か 
 開発フェーズを考慮した対策案の提案も支援側

には求められる。例えば、量産直前のタイミング

で基本構造を見直す対策は、時間的に実現不可能

な場合もある。理想論としてやるべきことと、現

実を踏まえできることを見極める力も必要となる。 
 

５．支援組織としての成長  

 開発設計を取り巻く環境が日々変化する中、支

援組織としても、過去に経験したことのない困り

事や新しい手法、もしくは既存手法の組み合わせ

方を習得し、常に成長していく必要がある。逆に、

課題解決の進め方や適用手法が確立されている困

り事に対しては、各組織の自立化を進めていくこ

とも重要である。図５は、これらを踏まえた相手

部署との関わり方決定の着眼点である。横軸は取

り上げた課題の影響の大きさを、縦軸は適用する

手法に対する支援組織として手の内化度を示す。 

課題の影響の範囲

手
法
手
の
内
化
度

高

低

狭 広  

  

領域Ａ:課題が広範囲に影響を与え、かつ改善に有

効な手法も未確立な領域である。支援組織として

主体的に関ることで、課題の解決に加え、新手法

や既存手法の新たな組み合わせ方を獲得していく。 

領域Ｂ:影響の範囲は広いが過去に経験のある課

題で、適用手法もある程度確立できている、もし

くは、影響範囲は狭いが、手法としては未確立、

の領域である。支援組織も課題解決に加わるが、

領域Ａのような密な関わりは持たない。 

領域Ｃ:影響の範囲も狭く、かつ過去に何度も経験

のある課題である。この領域に対しては、事例提

供などを通じ、各組織の自立化を目指す。 

 

６．実践支援ツールの整備 

本活動を通じて獲得した困り事や手法の適用方

法・事例については、組織の知見として残し、次

の支援や研修に活かすことを目的に体系化を進め

ている(図６)。図６の①に開発設計のあるべき姿

を示し、この実現に向け支援組織が貢献する姿と

して整理している。あるべき姿実現のために開発

を進める中で直面する困り事(②)、課題解決に有

効な手法群(③)、その関係性(④)から構成される。

体系図は、新たに獲得した困り事や手法を追記す

る棚であると同時に、困り事を起点に手法を考え

るという、実践支援の基本姿勢も表している。 

図５ 関わり方決定の着眼点 

図４ 対策案見極めの着眼点 
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また、実践支援を通じて獲得した事例の整備も

進めている(図７)。本事例集は、取り組みのエッ

センスを１枚にまとめた概要編と、細かく記した 

 

 

 

７．課題解決への貢献（研修への織り込み） 

本章では、ＱＦＤ（品質機能展開）の研修を

例として紹介する。  
 昨今の車両システムの複雑化や組織細分化に対

し、ＱＦＤの考え方を参考に、二元表として工夫

しながら活用することで、要求性能間の背反可視

化などの実践支援に適用を始めていることは既に

報告の通りである[2]。 

本研修では、実業務で遭遇する様々な課題の

うち、二元表が有効な課題に対し、その活用方

法を習得してもらうことを目的としている。単

元名も「ＱＦＤ研修」ではなく「設計検討時にお

ける背反見える化」としている。そして最も特徴

的な単元が、「本格演習」として参加者の実業務

そのものを対象にした演習である。 

図８に演習に用いるワークシートを示す。Ａに

担当業務を、Ｂには業務推進上の困り事を記入す

る。その後、Ｃに関係性を整理し、最後にＤに考

察を行う。本演習では、実践支援担当者も講師を

担当し、受講生の質問に適宜答えながら進める。 

 
本格演習シート 部署、氏名、役職、従業員コード 受講Ｎｏ

担当業務の目的と、ご自身の役割 開発を進める上での（業務を進める上での）困り事 考察・分かったこと（二元表完成後、もしくは埋めながらご記入ください）
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８．まとめ  

当部では、多変量解析や実験計画法など、品質

管理に関わる多くの手法を技術者に広め、実務活

用してもらうことで品質の確保や魅力の向上につ

なげてもらうことを目指している。そして広める

手段として実践支援や研修も含まれるが、それら

の中では、手法の使い方のみを教えるのではない。 

特に本活動においては、問題の捉え方や課題解

決の進め方など、仕事の仕方そのものに踏み込み、

かつ主体的に自らも考え手を動かすことが重要で

ある。その中では、経験・蓄積した課題解決方法

や手法活用方法を、別の困り事に対してアレンジ

し応用をしていく力を問われる。つまり支援担当

者には、品質管理各手法についての知識・活用方

法の理解に加え、論理的な思考力も問われる。 

 このような力は一朝一夕に身につくものではな

く、当部も発展途上である。今後も本活動を継続

し、自らも技術者と共に考えることで、一層のレ

ベルアップを図っていく。 
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図６ 手法体系図  

図７ 活用事例集 

詳細編から構成され、支

援事例整理の棚としての

使い方に加え、支援時の

説明ツールとしても活用

している。 

図８ 本格演習シート  
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